
在外埼玉県人会補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条  県は、海外移住をより安定的、継続的に進め、広く国際協力の見地から海 

外移住を通じて、本県と移住先国との交流を促進し、両国間の親善を図るた

め、 在外埼玉県人会（以下「県人会」という。）に対し、予算の範囲内にお

いて補助 金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和40 

年埼玉県規則第15号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱

に  定めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲 

げるとおりとする。 

 (1)  移住者に対する指導及び援護 

 (2)  その県人会が所在する国との文化交流 

 (3)  その他県人会の目的を達成するために必要な事業 

２  補助の対象となる経費は、前項において規定した事業に要するものとする。  

 

（補助額） 

第３条  前条第２項の経費に対する補助額は、知事の定める額とする。 

 

（申請書の様式等） 

第４条  規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２  規則第４条の申請書及び申請書の添付書類は正副２部提出するものとする。 

３  規則第４条第１項の申請書の提出時期は、毎会計年度定めるものとし、その提 

出時期を決定したときは、速やかに県人会に対し通知するものとする。 

 

（記載事項等） 

第５条  規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付  

は、要しない。 

２  規則第４条第２項第５号に規定する知事の定める事項は、収支予算とする。 

 

（交付決定通知書の様式） 

第６条  規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（概算払い） 

第７条  知事は、必要があると認める場合には、この要綱に定める補助金について



概算払いの方法により支払うことができる。 

 

（内容の変更） 

第８条  補助事業の内容の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとす 

る場合は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

 

（中止及び廃止） 

第９条  補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けなけ 

ればならない。 

 

（遂行困難な場合等における報告） 

第10条  補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな 

った場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならな

い。 

 

 (内容の変更手続き等） 

第11条  県人会は、第８条及び第９条の規定により知事の承認を受けようとする場 

合は、様式第３号の補助事業変更承認申請書正副２部を提出しなければならな

い。 

 

（状況報告） 

第12条  県人会は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行の状況について、 

当該要求に係る事項を書面で報告しなければならない。 

 

 (報告書の様式等） 

第13条  規則第13条の報告書の様式は、様式第４号のとおりとする。 

 

（報告書の提出時期等） 

第14条  規則第13条の報告書の提出時期は、補助事業の完了（補助事業の中止又    

は廃止の場合を含む。）年度内とする。 

２  規則第13条の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

 (1)  補助事業に係る支出についての領収書等証拠書類の写し 

 (2) その他帳簿の写し等事業費執行が確認できる書類 

 

（額の確定通知書の様式） 

第15条 規則第14条の補助金の額の確定通知書の様式は、様式第５号のとおりとす

る。 

 



(財産処分の制限期間） 

第16条 規則第19条ただし書に規定する知事が定める期間は、当該財産の取得後５

年とする。 

 

(財産処分の規定） 

第17条  補助事業により取得した１件５万円以上の財産は、規則第19条第２号に規

定する知事が定める財産とし、前条の期間内に当該財産を処分する場合は、あ

らかじめ知事の承認を受けなければならない。 

２  前項の規定により財産を処分した場合において、知事は、必要があると認める 

ときは、当該処分による収入の一部を県に納付させることができる。 

 

(書類の整備等） 

第18条  県人会は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、か

つ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければなら

ない。 

２  前項に規定する帳簿および証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計 

年度の翌会計年度から５年間保管しなければならない。 

 

（暴力団排除に関する誓約）  

第19条 県人会は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の

交付申請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意

したものとする。 

 

     附 則 

 この要綱は、昭和４９年度の補助金から適用する。 

    附 則 

 この要綱は、平成１１年１０月８日から施行し、平成１１年度の補助金から適用

する。 

     附 則 

１ この要綱は、平成１１年１２月７日から施行する。 

２  この要綱は、平成１１年度分の補助金から適用する。 

    附 則 

 この要綱は、平成１３年５月１１日から施行し、平成１３年度分の補助金から適

用する。 

附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行し、平成１６年度分の補助金から適用

する。 

 



附 則 

 この要綱は、平成２１年１月１日から施行し、平成２０年度分の補助金から適用

する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和３年度分の補助金から適用す

る。 

  附 則 

 この要綱は、令和４年１０月１日から施行し、令和４年度分の補助金から適用す

る。 



様式第１号 

 

在外埼玉県人会補助金交付申請書 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

（あて先） 

 

 埼玉県知事  

 

 

（申請者） 

                                県人会 

                   代表               

 

 

 下記により、在外埼玉県人会補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続

等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 補助金の申請額  金         円 

 

２ 補助金の交付方法  精算払い  概算払い 

 

３ 補助事業の名称 

 

４ 補助事業の目的及び内容   別紙１のとおり 

 

５ 補助事業の遂行に関する事業計画  別紙２のとおり 

 

６ 収支予算及び経費配分  別紙３のとおり 

 

 



（別紙１） 

補助事業の目的及び内容 

 

 

１ 目 的 

 

 

 

 

 

２ 内 容 

 



（別紙２） 

補助事業の遂行に関する事業計画 

 

 



（別紙３の１） 

収支予算及び経費配分 

 

 収 入 

単位：        （現地通貨名） 

 

科     目 本年度予算額 

    （Ａ） 

前年度予算額 

    （Ｂ） 

比較増△減 

  （Ａ－Ｂ） 

摘   要 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

   計 

    

 

 

    ※ １        ＝      円（  月  日現在） 

     (現地通貨名を記入して下さい) 



（別紙３の２） 

収支予算及び経費配分 

 

  支 出 

                                      単位：        （現地通貨名） 

 

科    目 本年度予算額 

   （Ａ） 

うち 

県補助金額 

前年度予算額 

   （Ｂ） 

比較増△減 

 （Ａ－Ｂ） 

摘  要 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

     計 

     

 

 

 

 



様式第２号 

 

在外県人会補助金交付決定通知書 

 

国際  第     号  

令和  年  月  日  

 

 

            様 

 

 

                                           埼玉県知事  

 

 

 令和  年  月    日付けで申請のあった在外埼玉県人会補助金については、

下記のとおり交付します。 

 つきましては、  月  日までに別添様式により請求書を提出して下さい。 

 

記 

 

１ 交付決定額  金         円 

２ 支払方法   

３ 支払条件 

(1) この補助金を補助事業対象以外の用途に使用してはならない。 

(2) 補助事業により取得した１件５万円以上の財産は、補助事業完了後において  

も、５年間は善良な管理者の注意を持って管理するとともに、補助金の交付目  

的に従って使用し、その効率的運営を図ること。 

(3) 「在外埼玉県人会補助金交付要綱」第２条をふまえ、埼玉県をＰＲするよう  

な文化交流事業を実施してください。 

 

 

 



様式第３号 

在外県人会補助事業変更等承認申請書 

 

令和   年    月    日  

 

 

（あて先） 

 埼玉県知事  

 

 

（申請者） 

                                県人会 

                   代表               

 

 

 令和  年  月  日付け国際第    号で補助金決定の通知を受けた補助

事業の変更（中止、廃止）をしたいので、在外埼玉県人会補助金交付要綱第１０条

の規定により申請します。 

 

記 

 

１  変更（中止、廃止の理由） 

 

 

 

 

 

 

２  変更の内容 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号 

 

在外埼玉県人会補助事業実績報告書 

 

令和  年  月  日 

 

 

（あて先） 

 

 埼玉県知事  

 

 

（提出者） 

                                県人会 

                   代表               

 

 

 令和  年  月  日付け国際第    号で補助金の交付決定の通知を受け

た令和  年度在外埼玉県人会補助事業が完了したので、補助金等の交付決定手続

等に関する規則第１３条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１ 精算金額  金         円 

 

２ 補助事業の実施期間  令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

 

３ 補助事業の実施内容及びその成果  別紙１のとおり 

 

４ 収支決算書  別紙２のとおり 

 

 

 

 



別紙１ 

補助事業の実施内容及びその成果 

 

 



（別紙２の１） 

収 支 決 算 書 

 

 収 入 

                                      単位：        （現地通貨名） 

 

科     目 本年度予算額 

    （Ａ） 

収入決算額 

    （Ｂ） 

比較増△減 

  （Ｂ－Ａ） 

摘   要   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

   計 

    

 

  ※ 県補助金については、  月  日に口座振込が確認されている。 

    県補助金      円＝        （現地通貨）  として振込。 

 

    ※ １        ＝      円（  月  日現在） 

     (現地通貨名を記入して下さい)   

 

 



（別紙２の２） 

収 支 決 算 書 

 

  支 出 

                                      単位：        （現地通貨名） 

 

科    目 本年度予算額 

   （Ａ） 

支出決算額 

  （Ｂ） 

うち 

県補助金額 

比較増△減 

 （Ａ－Ｂ） 

摘  要 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 

     計 

     

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第５号 

 

在外埼玉県人会補助事業確定通知書 

 

 

国際 第      号  

令和  年  月  日  

 

 

        様 

 

 

 

埼玉県知事          

 

 

 

 令和  年 月 日付け国際第   号で補助金の交付決定をした、在外埼玉県

人会補助金については、令和  年  月  日付けで提出のあった実績報告書に

基づき、下記のとおりその額を確定する。 

 

記 

 

１ 交付決定額   金        円 

２ 交付確定額   金        円 

 

 

 


